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はじめに 

 

  国の防衛力は防衛装備品の性能と運用の技術に大きく依存する。このような観点から、

防衛省技術研究本部に附置された航空装備研究所、陸上装備研究所、艦艇装備研究所、

電子装備研究所、先進技術推進センターでは陸・海・空自衛隊装備品の研究開発を担っ

ている。これらの研究開発機関では、開発された新装備品の試験・評価および先端技術

の研究を主たる業務としている。これらの機関を含む技術研究本部全体の定員は１,１

１４名（２１年度）、予算は２１年度実績で１３０，８０５百万円である。 

 今回の機関評価では、上記専門分野に造詣の深い計１０名の学識経験者をもって委員

会を構成し、各機関が適切な組織と設備の下で業務を遂行しているかについて総合的な

評価を実施した。 

 まず、機関評価委員会第一回会合（平成２２年３月２６日）において機関評価の趣旨

と実施要領を説明し、ついで各４名から成る専門別のチームが５月下旬から６月下旬に

かけて順次各機関を訪問し、各委員がそれぞれ二つの機関を訪問し実地評価（同第二回

会合）を実施した。実地評価においては各研究所の業務内容を聴取するだけでなく、研

究の現場を視察することにより的確な評価が行えたものと思う。同第三回会合（平成２

２年８月２５日）では、第二回会合の現地評価の結果を踏まえて、技術研究本部に附置

された上記の全機関を総合的に評価した。 

本機関評価の結果が、今後の技術研究本部の機関運営に反映され、適切な試験・研究

開発を通してわが国の防衛に積極的に寄与することを祈念し、巻頭の挨拶とする。 

 

平成２２年８月２５日 

機関評価委員会委員長 
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１ 技術研究本部の概要 

防衛省技術研究本部は、防衛省設置法（昭和二十九年六月九日法律第百六十四号）第

十九条で規定する防衛省の特別の機関であり、その任務は、同法第二十九条により、次

のとおり定められている。 

 

 第二十九条 自衛隊の装備品等についての技術的調査研究、考案、設計、試作及

び試験並びに自衛隊において必要とされる事項についての科学的調査研究をつ

かさどる。 

２ 事務に支障のない場合においては、委託を受け、その事務に関連する技術

的調査研究、設計、試作及び試験をすることができる。 

 

図１-１に技術研究本部の組織図を示す。技術研究本部は、陸上自衛隊・海上自衛隊・

航空自衛隊が使用する車両・船舶・航空機・誘導武器・防護服等の研究開発を一元的に

担う防衛省の研究開発機関である。研究開発のうち、開発に関する業務は、主に技術開

発官が行い、その基礎となる研究に関する業務は、主に航空装備研究所、陸上装備研究

所、艦艇装備研究所、電子装備研究所及び先進技術推進センターが行っている。今回の

機関評価では、評価対象となる被評価機関をこれらの研究所及び先進技術推進センター

の５機関とした。 

表１-１に、今回の機関評価の評価対象である各研究所、先進技術推進センターの所

掌業務を示す。図１-２に各研究所等の所在地を､図１-３に技術研究本部の代表的な研

究開発の流れの例を示す。また、図１-４に技術研究本部の定員の内訳を、図１-５に技

術研究本部全体の予算を示す。 

           

図１-１ 技術研究本部の組織と被評価機関 
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表１-１ 技術研究本部の各研究所及び先進技術推進センターの所掌業務 

名 称 
所掌業務： 

防衛省組織令（昭和二十九年六月三十日政令第百七十八号））より 

航空装備研究所 

第 172 条 航空装備研究所は、航空機及び航空機用機器並びに誘導武

器についての考案、調査研究及び試験並びに規格に関する資料の作

成に関する業務（陸上装備研究所及び先進技術推進センターの所掌

に属するものを除く。）をつかさどる。 

陸上装備研究所 

第 173 条  陸上装備研究所は、次に掲げる業務をつかさどる。 

一 火器及び弾火薬類、施設器材並びに車両及び車両用機器について

の考案、調査研究及び試験並びに規格に関する資料の作成に関する

こと（先進技術推進センターの所掌に属するものを除く)｡ 

二 装備品等の耐弾材料及び耐弾構造についての考案、調査研究及び

試験並びに規格に関する資料の作成に関すること。 

艦艇装備研究所 

第 174 条   艦艇装備研究所は、船舶用機器並びに水中武器、音響機

材、磁気器材及び掃海器材についての考案、調査研究及び試験並び

に規格に関する資料の作成に関する業務（陸上装備研究所及び先進

技術推進センターの所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

電子装備研究所 

第 175 条 電子装備研究所は、通信器材、電波器材、電子計算機、電

気器材及び光波器材についての考案、調査研究及び試験並びに規格

に関する資料の作成に関する業務（陸上装備研究所及び先進技術推

進センターの所掌に属するものを除く。）並びに技術研究本部の所

掌事務に関する数理研究に関する業務をつかさどる。  

先進技術推進 

センター 

第 176 条  先進技術推進センターは、次に掲げる業務をつかさどる。 

一 シミュレーション技術（装備品等に共通して必要とされるものに

限る。）、ロボット技術並びに放射線、生物剤及び化学剤に対処す

るための技術に係る考案、調査研究及び試験並びに規格に関する

資料の作成に関すること。 

二 装備品等についての人間工学に係る考案、調査研究及び試験並び

に規格に関する資料の作成に関すること。  

三 前二号に掲げるもののほか、装備品等の開発に応用される先進技

術に係る考案及び調査研究に関すること。  

四 理化学器材、衛生資材及び個人装具についての考案、調査研究及

び試験並びに規格に関する資料の作成に関すること。  

五 法第二十九条第一項に規定する自衛隊において必要とされる事

項（自衛隊法第 27条第 1項に規定する病院の所掌に属するものを

除く。）についての科学的調査研究に関すること。 
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図１-２ 技術研究本部の各研究所等の所在地 

 

 

 

図１-３ 技術研究本部の研究開発の流れ（航空装備研究所の例） 

 

 

 



 

図１-４ 
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 技術研究本部の定員（平成２１年度）の内訳 

   図１-５ 技術研究本部の予算 

   (a) 平成２１年度予算 

   (b) 予算の推移 
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２ 機関評価の目的 

防衛省技術研究本部は、陸上自衛隊、海上自衛隊又は航空自衛隊が使用する車両・船

舶・航空機・誘導武器・防護服等の研究開発を一元的に担う防衛省の研究開発機関であ

る。技術研究本部は、機関運営と研究開発の実施状況を把握し、今後の機関運営等に反

映させるため、附置機関を対象とする機関評価を実施した。 

また、技術研究本部は、優れた装備品を生み出す技術力の保持と向上のため、技術戦

略、技術実証及び技術評価の機能を強化する目的で、平成１８年７月に大幅な組織改編

を行っており、その改編の効果も把握するため、機関評価を実施した。 

 なお、「防衛省研究開発評価指針について」（２０．５．７事務次官通達。以下「防衛

省評価指針」という。）では、機関評価について、研究開発機関等における業務内容、

研究試験の実施状況等を把握し、研究分野の設定方法及び研究体制の妥当性等を評価す

ると規定されている。 

 

３ 機関評価実施計画 

３-１ 評価対象及び評価項目 

機関評価の評価対象となる被評価機関は、表３-１-１に示す技術研究本部に附置さ

れている研究所及びセンターとし、評価の観点となる評価項目は表３-１-２のとおり

とした。 

 

表３-１-１ 機関評価の被評価機関 

 被評価機関 所在地 

１ 航空装備研究所 東京都立川市栄町 1-2-10 

２ 陸上装備研究所 神奈川県相模原市中央区淵野辺 2-9-54 

３ 艦艇装備研究所 東京都目黒区中目黒 2-2-1 

４ 電子装備研究所 東京都世田谷区池尻 1-2-24 

５ 先進技術推進センター 東京都世田谷区池尻 1-2-24 

  

            表３-１-２ 機関評価の評価項目  

 評価項目 評価の内容 

１  業務内容  
 開発支援・試験業務、研究業務、その他の業務は

適切か 

２   研究開発体制  
 研究開発の体制､組織等は適切か （研究開発に関

する方策を含む）  

３ 
 研究開発のための 

装置及び施設 

 研究開発に必要な装置及び施設が整備されてい

るか  

４   総合評価  
 陸・海・空自衛隊への貢献は適切か （技術開発

への貢献、装備品等への貢献がなされているか） 
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３－２ 評価体制 

防衛省技術研究本部の各研究所及び先進技術推進センターの機関評価を実施する

にあたり、客観的かつ公正な立場の下記の有識者で構成される機関評価委員会を設

置し、これにより機関評価を実施した。 

 

 ・機関評価委員会  

  委員長  神本 武征  ものつくり大学学長※１ 

  委 員  青木 義男  日本大学理工学部教授 

       石川 隆司  独立行政法人宇宙航空研究開発機構理事 

       加藤寛一郎  東京大学名誉教授 

       越地 耕二  東京理科大学理工学部教授 

       小林 英男  横浜国立大学安心・安全の科学研究教育センター 

           客員教授 

       佐々木良一  東京電機大学未来科学部教授 

       長松 昭男  東京工業大学名誉教授  

       藤原 修三  独立行政法人産業技術総合研究所研究顧問※１ 

       本阿彌眞治  東京理科大学工学部教授※１  （敬称略、五十音順） 

 

   ※１：機関評価報告書作成責任者：神本委員長、藤原委員及び本阿彌委員の３名 

 

３－３ 機関評価の実施スケジュール 

  機関評価の実施スケジュールを表３-３-１に示す。 

 

          表３-３-１ 機関評価の実施スケジュール 

２１年度 平成２２年度 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

       

 

 また、表３-３-２に示すように、研究所及びセンターを各４名の委員が現地視察し、

評価する実施評価を行った。実地評価の際の研究所等からの説明内容の例を表３-３-

３に示す。 

  

機関評価委員会 

第二回会合 

（研究所・センター実地評価）

３月２６日 

   ▽ 

機関評価委員会 

第一回会合 

（実施計画策定） 

８月２５日 

    ▽ 

機関評価委員会 

第三回会合 

（評価結果報告） 
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      表３-３-２  各研究所及びセンター実地評価の担当委員 

被評価機関  
実地評価担当委員 

（○印はグループ長）  

航空装備研究所 
○ 本阿彌委員、神本委員、 

  加藤委員、石川委員  

陸上装備研究所 
○ 藤原委員、神本委員、 

  小林委員、青木委員  

艦艇装備研究所 
○ 小林委員、長松委員、 

   本阿彌委員、加藤委員  

電子装備研究所 
○ 越地委員、佐々木委員、 

   石川委員、長松委員  

先進技術推進センター 
○ 青木委員、藤原委員、  

  佐々木委員、越地委員  

 

    表３-３-３ 各研究所及び先進技術推進センター実地評価の説明内容例 

 時刻 内容 

１ 13:00～14:30 

研
究
所
等
説
明
※
２ 

研究所等概況説明 

技術試験について 

研究について 

その他自衛隊への貢献について 

２ 14:40～15:20 施設及び装置等視察 

３ 15:30～16:30 委員討議・まとめ 

        ※２ 各被評価機関で適宜調整 

 

４ 機関評価委員会開催状況 

４－１ 機関評価委員会第一回会合 

 （１）開催日：平成２２年３月２６日（金） 

 （３）場 所：防衛省技術研究本部(東京都新宿区） 

 （２）議事内容：委員長選出、機関評価の実施計画、技術研究本部概要 
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図４-１ 機関評価委員会第一回会合の模様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 機関評価委員会第二回会合（研究所・センター実地評価） 

 （１）開催日：平成２２年５月３１日（月）～平成２２年６月２５日（金） 

 （２）場  所 ：各研究所及び先進技術推進センターの各所在地 

 （３）議事内容：研究所等説明、装置及び施設視察、委員討議等  

  

 表４-２-１に第二回会合の研究所・センター実地評価の実施日、実施場所等を示す。

また、図４-２-１から図４-２-５に実地評価の模様を示す。 

 実地評価で討議された各研究所及びセンターの機関評価結果については、後述する第

５章の５-１項から５-５項で述べる。また、第７章（参考資料）の７－１項から７－６

項に、実地評価での研究所・センターの説明資料の概要を示す。 

 

表４-２-１  第二回会合（研究所・センター実地評価）の実施日・実施場所等 

被評価機関  実施日 実施場所 
実地評価担当委員 

（○印はグループ長）  

航空装備研究所 22.6.8（火） 
航空装備研究所 

（東京都立川市） 

○ 本阿彌委員、神本委員、 

  加藤委員、石川委員  

陸上装備研究所 22.6.15（火） 
陸上装備研究所 

（神奈川県相模原市） 

○ 藤原委員、神本委員、 

  小林委員、青木委員  

艦艇装備研究所 22.6.25（金） 
艦艇装備研究所 

（東京都目黒区） 

○ 小林委員、長松委員、 

   本阿彌委員、加藤委員  

電子装備研究所 22.6.18（金） 
電子装備研究所 

（東京都世田谷区） 

○ 越地委員、佐々木委員、 

   石川委員、長松委員  

先進技術推進 

センター 
22.5.31（月) 

先進技術推進 

センター 

（東京都世田谷区及び 

目黒区） 

○ 青木委員、藤原委員、  

  佐々木委員、越地委員  
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図４-２-１ 航空装備研究所実地評価（22.6.8(火）） 

(a) 会議の模様（航空装備研究所） 

 

 (b) 装置・施設の視察（航空装備研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図４-２-２ 陸上装備研究所実地評価(22.6.15（火）） 

 (a) 会議の模様（陸上装備研究所） 

 

(b) 装置・施設の視察（陸上装備研究所） 
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図４-２-３ 艦艇装備研究所実地評価（22.6.25（金）） 

(a) 会議の模様（艦艇装備研究所） 

 

(b) 装置・施設の視察（艦艇装備研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２-４ 電子装備研究所実地評価（22.6.18（金）） 

(a) 会議の模様（電子装備研究所） 
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(b) 装置・施設の視察（電子装備研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-２-５ 先進技術推進センター実地評価（22.5.31（月)） 

(a) 会議の模様（先進技術推進センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) 装置・施設の視察（先進技術推進センター） 
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４－３ 機関評価委員会第三回会合 

 （１）開催日：平成２２年８月２５日（水） 

  （２）場 所：防衛省技術研究本部（東京都新宿区） 

 （３）議事内容：各研究所及び先進技術推進センターの機関評価結果、 

         機関評価報告書 

 

          図４－３ 機関評価委員会第三回会合の模様 
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５ 評価結果 

５－１ 航空装備研究所 

表５-１ 航空装備研究所の機関評価結果 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

１  

業務内容 

 

（開発支援・試験

業務、研究業務、

その他の業務は

適切か） 

１ 自衛隊の運用者に対して、適時・適切に技術試験を実施

し、かつ着実に成果を提供しており、業務が適切に実施さ

れている。 
 
２ 次期固定翼哨戒機・次期輸送機の開発の影響もあるが、

業務が技術試験に偏りすぎ、装備品等の将来を見据えた研

究が少ないように思われる。 
 
３ 将来の装備の研究開発のため、諸外国の装備品等の技術

調査に、より力を入れることを期待する。 

２  

研究開発体制  

 

（研究開発の体

制､組織等は適切

か（研究開発に関

する方策を含

む）） 

１ 研究所のシステム研究部及び技術研究部、並びに新島支

所が連携し、効率的に業務が実施されており、研究開発体

制は妥当と判断される。 
 
２ ミサイルの研究開発において、高精度のシミュレータを

使用し、かつ新島支所のミサイル発射実験が綿密に計画及

び実施されており、その研究開発手法は高く評価される。 
 
３ 航空機は、システム・インテグレーション技術が重要で

あり、ハードウェアのみならず、ソフトウェアの研究につ

いても充実させ、航空機システムの研究開発のさらなる効

率化と充実を期待する。  

３  

研究開発のため

の装置及び施設  

 

（研究開発に必

要な装置及び施

設が整備されて

いるか） 

１ 技術研究本部の施設の他、国内及び米軍等の施設を活用

することにより、効率的な研究開発に努めている。 

 

２ 札幌試験場、岐阜試験場等は、航空機の研究開発に重要

な役割を担っており、これらの試験場等の装置や施設の維

持・整備が重要である。これらの試験場等の装置や施設を、

民間にも使用させる方策等を検討し、これらを有効利用す

ることが望ましい｡ 

４  

総合評価  

 

（陸・海・空自衛

隊への貢献は適

切か（技術開発へ

の貢献、装備品等

への貢献がなさ

れているか）） 

１ 次期固定翼哨戒機・次期輸送機をはじめとする試作品の

技術試験を着実に実施し、自衛隊に貢献している。 

 

２ 自衛隊の依頼に適時・適切に対応し、自衛隊の航空機関

連技術の維持及び性能向上に貢献している。 

 

３ 技術試験の影響もあるが、研究所独自の発想による研究

に、さらに力を入れることを期待する。 

 

４ 研究成果の外部への発信、公表等をより積極的に行うこ

とにより、社会への貢献も期待する。 
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５－２ 陸上装備研究所 

 

表５-２ 陸上装備研究所の機関評価結果 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

１  

業務内容 

  

（開発支援・試験

業務、研究業務、

その他の業務は

適切か） 

１ 研究所方針が具体的かつ明確であり、また業務内容は設

置目的に即し、適切に実施されている。 

 

２ 研究テーマは、将来の陸上戦闘システムを想定し、適切

に選定されていると判断される。 

 

３ 新戦車をはじめとする技術試験を効率的に実施し、運用

者に確実に成果を提供しているが、技術試験と研究所独自

の研究とのバランスも考慮する必要がある。 

 

４ 将来の装備の研究開発のため、諸外国の研究開発と装備

品等の的確な技術調査に、より力を入れることを期待す

る。 

２  

研究開発体制  

 

（研究開発の体

制､組織等は適切

か（研究開発に関

する方策を含

む）） 

１ 研究所の体制は、システム研究部と技術研究部が連携

し、効率的に運用されており、その研究開発体制は妥当と

判断される。 

 

２ 技術研究本部内での人事交流が行われ、研究開発体制の

効率化が図られている。 

 

３ ミサイル等の研究開発において、航空装備研究所と連携

し、効率的に研究開発を実施している。 

３  

 研究開発のた

めの装置及び施

設 

  

（研究開発に必

要な装置及び施

設が整備されて

いるか） 

１ 研究開発を効率的かつ効果的に実施するため、各種シミ

ュレータを整備し、これらを有効に活用している。 

 

２ 研究開発を実施する上で、下北試験場、札幌試験場等の

施設を活用しており、これらの施設が有効に機能してい

る。 

 

３ 現有設備の維持管理を十分行うとともに、的確な技術情

報の分析及び将来の研究開発のロードマップに基づき、研

究開発に必要な装置及び施設を計画的に整備することを

期待する。 

４  

総合評価  

（陸・海・空自衛

隊への貢献は適

切か（技術開発へ

の貢献、装備品等

への貢献がなさ

れているか））  

１ 新戦車をはじめとする試作品の技術試験を着実に実施

し、また、自衛隊の各種依頼に適時・適切に対応し、自衛

隊に貢献している。 

 

２ 国内外の技術情報を的確に評価するためにも、研究所独

自の発想による研究をより継続的に実施し、研究能力を維

持及び向上させることを期待する。 
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５－３ 艦艇装備研究所 

 

表５-３ 艦艇装備研究所の機関評価結果（１／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

１  

業務内容  

 

（開発支援・試験

業務、研究業務、

その他の業務は

適切か） 

１ 研究所方針において、装備システムを意識した研究に加

え、「先端技術の情報収集と次代を担う人材育成」を掲

げていることは高く評価される。 

 

２ 研究所独自の研究成果を技術開発に反映させ、かつシミ

ュレータ等を活用して技術試験を効率的に実施してお

り、業務内容は、設置目的に即し適切に実施されている。 

２  

研究開発体制  

 

（研究開発の体

制､組織等は適切

か（研究開発に関

する方策を含

む）） 

１ 研究所のシステム研究部及び技術研究部、並びに川崎支

所が連携し、業務を効率的に運営しており、研究開発体制

は妥当と判断される。 

 

２ 日米共同研究をはじめとする海外との技術交流を積極

的に実施し、研究の効率化を図っている。 

 

３ 国内外の情報収集に係わる体制がやや脆弱と思われる。 

 個々の研究室レベルのみならず、幅広い見地から、国内外

の技術情報を収集及び分析する体制を充実・強化させるこ

とを期待する。 

３  

  研究開発のた

めの装置及び施

設 

  

（研究開発に必

要な装置及び施

設が整備されて

いるか） 

１ 防衛技術の動向を捉え、大型水槽、フローノイズシミュ

レータ、耐衝撃試験装置等、国家として整備すべき大型

の装置等を適切に整備していると判断する。 

 

２ 防衛省特有の大型の装置等を、産官学の連携を考慮し、

外部機関にも有効利用させる努力をされたい。 

 

３ 現有設備の維持管理を十分に行うとともに、的確な技術

情報の分析及び将来の研究開発のロードマップに基づ

き、研究開発に必要な装置及び施設を計画的に整備する

ことを期待する。 
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表５-３ 艦艇装備研究所の機関評価結果（２／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

４  

総合評価  

 

（陸・海・空自衛

隊への貢献は適

切か（技術開発へ

の貢献、装備品等

への貢献がなさ

れているか））  

１ 魚雷をはじめとする試作品の技術試験を着実に実施し、

自衛隊に貢献している。 

 

２ 魚雷及びソーナーの研究開発に、研究所の研究成果を反

映しており、技術開発に貢献している。 

 

３ 現在実施している探知技術、被探知技術等の研究成果

を、将来の装備品の開発へ反映させることを期待する。 

 

４ 研究所独自の発想による研究を継続的に実施すること

により、防衛技術基盤を維持・発展させることを期待する。 

 

５ 研究成果の外部への発信、公表等をより積極的に行うこ

とにより、人材育成、技術力の維持さらには社会への貢献

を期待する。 
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５－４ 電子装備研究所 

 

表５-４ 電子装備研究所の機関評価結果（１／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

１  

業務内容  

 

（開発支援・試験

業務、研究業務、

その他の業務は

適切か） 

１ 陸・海・空自衛隊の装備及び統合運用に必要な情報技術、

通信技術、電波・光波技術、電子戦技術に関する研究開発

を行っており、業務内容は設置目的に即し、適切に実施さ

れている。 

 

２ 研究テーマは、将来の戦闘を想定した、適切かつ重要な

テーマ選定であると判断される。 

 

３ 電子戦・情報戦を中心とした戦闘全体を対象とする研究

についても、より力を入れることを期待する。 

 

４ 特別研究等の比較的小規模な研究は、研究員の技術力の

維持・向上に重要であり、これらを継続して実施すること

を期待する。 

２  

研究開発体制  

 

（研究開発の体

制､組織等は適切

か（研究開発に関

する方策を含

む）） 

１ 研究所のシステム研究部及び技術研究部、並びに飯岡支

所が連携し、効率的に業務が実施されており、研究開発体

制は妥当と判断される。 

 

２ 研究所独自の電子装備に係る基礎技術教育等を実施し、

若手研究者等の人材育成を計画的に実施していることは評

価に値する。 

 

３ 国内外の外部研究機関との共同研究及び連携がなされ、

効率的な研究開発に努めている。 

３  

  研究開発のた

めの装置及び施

設 

 

 （研究開発に必

要な装置及び施

設が整備されて

いるか） 

１ 電波暗室をはじめとする、技術試験及び技術研究に必要

な装置及び施設が整備され、これらが十分に活用されてい

る。 

 

２ 研究所等間の協力は、研究手法としても重要であり、研

究所等間の装置･施設及び人的資源を補完するためにも、研

究所等間の連携をさらに強化することを期待する。 

 

３ 的確な技術情報の分析及び研究開発のロードマップに基

づき、将来の研究開発に必要な装置及び施設を､他の研究所

等とも連携し､効率的かつ計画的に整備することを期待す

る。 
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表５-４ 電子装備研究所の機関評価結果（２／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

４  

総合評価  

 

（陸・海・空自衛

隊への貢献は適

切か（技術開発へ

の貢献、装備品等

への貢献がなさ

れているか））  

１ Ｃ４ＩＳＲ（指揮・統制・通信・コンピュータ・情報・

監視・偵察）技術は、陸・海・空のいずれの自衛隊にも必

須の技術であり、これらに密接なテーマの研究及び技術試

験を着実に実施し、自衛隊へ貢献している。 

 

２ 非常に進歩の速い技術分野に適切に対応し、特に民間技

術を活用して、最先端の研究を実施する努力をしているこ

とは評価に値する。 

 

３ 研究着手から装備品等に反映されるまでの期間が長い研

究が多く、技術が陳腐化してしまう可能性があるため、研

究期間をより一層短縮することを期待する。 

 

４ 研究成果の外部への発信、公表等をより積極的に行うこ

とにより、社会への貢献も期待する。 
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５－５ 先進技術推進センター 

 

表５-５ 先進技術推進センターの機関評価結果（１／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

１  

業務内容  

 

（開発支援・試験

業務、研究業務、

その他の業務は

適切か） 

１ 業務内容は、設置目的に即し、業務が適切に実施されて

いる。 

 

２ 方針である「３つの魁」(要素技術研究、研究態勢、研

究開発事業)を掲げて業務に取り組み、先進技術の研究開

発を推進していることは評価に値する。 

 

３ 研究業務については、多くの外部機関と連携しながら、

効率的に研究を実施しており、引き続き外部機関との連携

を推進することを期待する。 

２  

研究開発体制 

  

（研究開発の体

制､組織等は適切

か（研究開発に関

する方策を含

む）） 

１ 比較的少ない研究者で、防衛省内のみならず、多くの外

部機関とも連携し、研究開発を効率的に進めており、そ

の研究開発体制は妥当と判断される。 

 

２ 業務と直結した研修を実施するなど、先進技術推進セン

ター独自の人材育成に努めていることは評価に値する。 

３  

  研究開発のた

めの装置及び施

設 

（研究開発に必

要な装置及び施

設が整備されて

いるか） 

１ 装備品の研究開発をする上で、国家として必要な装置及

び施設が整備されていると判断される。 

 

２ 研究を迅速かつ効率的に進めるため、必要な付帯設備等

も整備することが望ましい。 
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表５-５ 先進技術推進センターの機関評価結果（２／２） 

 
評価項目 

（評価の内容）  
評価結果 

４  

総合評価  

 

（陸・海・空自衛

隊への貢献は適

切か（技術開発へ

の貢献、装備品等

への貢献がなさ

れているか））  

１ 先進技術推進センターは、平成１８年度の設置以来、将

来の自衛隊の装備品に貢献する研究開発を着実に実施し

ているものと判断される。 

 

２ 研究テーマの選定については、将来の戦闘を想定したテ

ーマ設定がなされており、合理的な設定と判断される。 

 

３ 先進個人装備システムの研究における部隊での試験評

価等、研究成果の早期装備化に努めていることは評価さ

れる。 

 

４ 生物剤検知技術の研究は、世界的にもトップレベルの研

究成果が得られており、装備品等のみならず民間への波

及も期待する。 

 

５ 研究成果の外部への発信、公表等を、より積極的に行う

ことにより、社会への貢献も期待する。 
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６ まとめ 

 各研究所及び先進技術推進センターの機関評価結果をまとめると以下のようになる。 

６－１ 業務内容（開発支援・試験業務、研究業務、その他の業務は適切か） 

（１） 各機関の業務内容は、各機関の設置目的に即しており、その業務が適切に実

施されている。 

 

（２） 各機関は、装備品等の技術試験を適時・適切に実施し、自衛隊の運用者に確

実に成果を提供している。 

 

（３） 研究所においては、技術試験の影響もあるが、将来を見据えた研究所独自の

研究が少ないように思われる。研究所独自の研究を継続的に実施することによ

り、技術力を維持及び向上させることを期待する。 

 

６－２  研究開発体制（研究開発の体制、組織等は適切か（研究開発に関する方策を

含む）） 

 (１) 研究所の体制は、研究所のシステム研究部と技術研究部が連携し、効率的に運

用されており、その研究開発体制は妥当である。 

 

 (２) 先進技術推進センターの体制は、防衛省内のみならず、多くの外部機関とも連

携し、効率的に研究開発を進めており、その研究開発体制は妥当である。 

 

 (３) 研究所と研究所、または研究所と先進技術推進センターの連携がやや少ないよ

うに思われる。これらの連携をより緊密にし、人的資源や装置を相互に補完す

るなど、研究開発体制の一層の効率化を期待する。 

 

 (４) 一部の機関では、人材育成方法を明確化しているが、その他の機関の人材育成

方法が不明確である。情報及び技術の的確な評価のためにも、各機関において

人材の育成方法を明確化し、これを実施する必要がある。 

 

(５) 各機関における国内及び海外の民生技術及び防衛技術の情報収集及び分析の

体制が、やや脆弱である。個々の研究室のレベルのみならず、幅広い見地から、

国内及び海外の技術情報を収集及び分析する体制を強化することを期待する。 

 

６－３ 研究開発のための装置及び施設（研究開発に必要な装置及び施設が整備されて

いるか） 

 (１) 各研究所は、装備品等の研究開発のために、各種シミュレータを整備し、こ

れらを使用して研究開発を効率的かつ効果的に実施している。 

 

 (２) 現有設備の維持管理を行うとともに、研究開発に必要な装置及び施設を将来

の研究開発のロードマップに基づき、より計画的に整備することを期待する。 
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６－４ 総合評価（陸・海・空自衛隊への貢献は適切か（技術開発への貢献、装備品等

への貢献等がなされているか）） 

(１) 各研究所及び先進技術推進センターは、装備品等の技術開発のための技術試験

を着実に実施し、自衛隊に貢献している。 

 

(２) 各研究所は、装備品等の技術開発に、各研究所の研究成果を反映させており、

装備品等の技術開発に貢献している。 

 

(３) 各研究所は、自衛隊から依頼された装備品の試験等を適時・適切に実施し、自

衛隊に貢献している。 

 

 (４) 先進技術推進センターは、民間の先端技術を適用したセンター独自の研究を多

くの外部機関と連携して効率的に実施しており、将来の自衛隊に貢献する研究

開発を着実に実施しているものと判断される。 

 

 (５) 研究成果の外部への発信、公表等が少ないように思われる。業務の特性上、難

しい面もあると思われるが、可能な範囲で、研究成果の外部への発信、公表等

をより積極的に行うことにより、人材の育成、技術力の維持さらには社会への

貢献を期待する。 

 

  



 

７ 参考資料：各研究所、先進技術推進

７－１ 航空装備研究所 

 航空装備研究所の研究方針

－１－３に示す。 

図７

図７
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、先進技術推進センター及び試験場の概要 

方針、研究体制及び組織図を図７-１-１、図７

 

７-１-１ 航空装備研究所の研究方針 

 

７-１-２ 航空装備研究所の研究体制 

 

 

 

、図７-１-２及び図７

 

 



 

図

航空装備研究所の各部の

 

          図７
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図７-１-３ 航空装備研究所の組織図 

 

各部の所掌業務を、図７-１-４、図７-１-５及び図７

７-１-４ システム研究部の所掌業務 

  

 

７-１-６に示す。 



 

         図７-

 

図７
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-１-５ 航空機技術研究部の所掌業務 

７-１-６ 誘導武器技術研究部の所掌業務 

 

 



 

 航空装備研究所の試験装置及び施設

図７-１-７

            

         (a) 次期固定翼哨戒機用全機静強度試験装置

       航空機の機体構造に静的荷重をかけて強度を評価する装置

    高運動性能を有する航空機や飛しょう体の低速領域における空気力学的

   特性を評価する風洞施設
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試験装置及び施設の例を図７-１-７に示す。 

 

７ 航空装備研究所の試験装置及び施設の例 

次期固定翼哨戒機用全機静強度試験装置 

航空機の機体構造に静的荷重をかけて強度を評価する装置

 

 

(b) 低速風洞 

高運動性能を有する航空機や飛しょう体の低速領域における空気力学的

特性を評価する風洞施設 

  

 

航空機の機体構造に静的荷重をかけて強度を評価する装置 

高運動性能を有する航空機や飛しょう体の低速領域における空気力学的 



 

７－２ 陸上装備研究所 

陸上装備研究所の研究方針

-２-３に示す。 

 

図

 

図７
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方針、研究体制及び組織図を図７-２-１、図７

図７-２-１ 陸上装備研究所の研究方針 

７-２-２ 陸上装備研究所の研究体制 

、図７-２-２及び図７

 

 



 

図

 陸上装備研究所の各部の

図７
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図７-２-３ 陸上装備研究所の組織図 

 

各部の所掌業務を図７-２-４、図７-２-５及び図７

 

７-２-４ システム研究部の所掌業務 

 

７-２-６に示す。 

 



 

図７

 

図７
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７-２-５ 弾道技術研究部の所掌業務 

７-２-６ 機動技術研究部の所掌業務 

 

 



 

 陸上装備研究所の試験装置

 

図７-２-７

          (a) 

   物体に弾丸が衝突した際の状況をフィジカルシミュレーションにより模擬し

  各種データを取得する装置

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

  

車両、器材等の寒冷地、酷暑地における環境試験が可能な
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試験装置及び施設の例を図７-２-７に示す。 

７ 陸上装備研究所の試験装置及び施設の例 

 

 高速弾撃試験装置・超高速飛翔体発射装置 

物体に弾丸が衝突した際の状況をフィジカルシミュレーションにより模擬し

各種データを取得する装置 

(b) 環境試験室 

車両、器材等の寒冷地、酷暑地における環境試験が可能な施設

  

 

物体に弾丸が衝突した際の状況をフィジカルシミュレーションにより模擬し、 

施設 

 



 

７－３ 艦艇装備研究所 

艦艇装備研究所の研究方針

-３-３に示す。 

 

図

 

  図
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方針、研究体制及び組織図を図７-３-１、図７

図７-３-１ 艦艇装備研究所の研究方針 

図７-３-２ 艦艇装備研究所の研究体制 

 

 

 

 

 

１、図７-３-２及び図７

 

 



 

図

 

 艦艇装備研究所の各部の所掌業務を

 

図７

    船舶、水中武器、掃海器材に関するシステム化技術の考案、調査研究、

   試験等に関する業務 
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図７-３-３ 艦艇装備研究所の組織図 

の所掌業務を、図７-３-４、図７-３-５及び図７

７-３-４ システム研究部の所掌業務 

船舶、水中武器、掃海器材に関するシステム化技術の考案、調査研究、

 

 

７-３-６に示す。 

船舶、水中武器、掃海器材に関するシステム化技術の考案、調査研究、 

 



 

図７

    船舶、水中武器及び

   調査研究、試験等に関する

 

図７

    水中武器及び掃海器材

並びに音響機材及び磁気器材の考案、調査研究、試験等に関する業務
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７-３-５ 航走技術研究部の所掌業務 

水中武器及び掃海器材の要素技術、並びに船舶用機器についての考案、

調査研究、試験等に関する業務 

７-３-６ 探知技術研究部の所掌業務 

水中武器及び掃海器材の要素技術（航走技術研究部の所掌に属するものを除く

機材及び磁気器材の考案、調査研究、試験等に関する業務

ついての考案、 

 

航走技術研究部の所掌に属するものを除く） 

機材及び磁気器材の考案、調査研究、試験等に関する業務 
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  艦艇装備研究所の試験装置及び施設の例を図７-３-７に示す。 

 

図７-３-７ 艦艇装備研究所の試験装置び施設の例 

 

（ａ） 大水槽 

各種艦艇に関する流体力学特性に関する試験評価を行う水槽試験施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) フローノイズシミュレータ 

        艦艇・水中武器の流体性能及び音響性能を、縮尺模型または実機により 

     試験評価するための極低背景雑音回流水槽 
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７－４ 電子装備研究所 

電子装備研究所の研究方針、研究体制及び組織図を図７-４-１、図７-４-２及び図７

-４-３に示す。 

 

図７-４-１ 電子装備研究所の研究方針 

 

 

図７-４-２ 電子装備研究所の研究体制 
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図７-４-３ 電子装備研究所の組織図 

 

 

 電子装備研究所の各部の所掌業務を、図７-４-４、図７-４-５及び図７-４-６に示す。 

 

図７-４-４ システム研究部の所掌業務 

 通信器材、電波器材、電子計算機、電気器材及び光波器材のシステム化に関する考案、

調査研究、試験等に関する業務 
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図７-４-５ ネットワーク技術研究部の所掌業務 

    通信器材、電子計算機及び電気器材の要素技術（センサ技術研究部の所掌に 

   属するものを除く。）についての考案、調査研究、試験等に関する業務、数理研究 

   に関する業務 

 

 

図７-４-６ センサ技術研究部の所掌業務 

    電波器材及び光波器材の要素技術についての考案、調査研究、試験等に関する業務 
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  電子装備研究所の試験装置及び施設の例を図７-４-７に示す。 

 

図７-４-７ 電子装備研究所の試験装置及び施設の例 

 

(a)電波実験棟 

妨害波等の電子戦環境をシミュレーションし試験評価を行う電波暗室 

 

 

(b)シールドルーム 

高電界を必要とする実験を行う高電磁シールド特性を持つ施設 
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７－５ 先進技術推進センター 

 先進技術推進センターの研究方針と組織図を図７-５-１と図５-５-２に示す。 

 

図７-５-１ 先進技術推進センターの研究方針 

 

 

図７-５-２ 先進技術推進センターの組織図 
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先進技術推進センターの各研究管理官の所掌業務を図７-５-３、図７-５-４及び図７

－５－５に示す。 

 

図７-５-３ 研究管理官（Ｍ＆Ｓ技術担当）の所掌業務 

シミュレーション技術に係る考案、調査研究、試験等に関する業務 

          

・シミュレーション統合システムの研究 
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図７-５-４ 研究管理官(ヒューマンエンジニアリング技術担当)の所掌業務 

  個人装具、装備品等についての人間工学、放射線・生物剤及び化学剤に対処するため

の技術、ロボット技術等に係る考案、調査研究、試験等に関する業務 

 

  (a) 先進個人装備システムの研究      (b) 生物剤検知技術の研究 

 

 

 

図７-５-５ 研究管理官（先進技術担当）の所掌業務 

  装備品等の開発に応用される先進技術に係る考案及び調査研究に関する業務 

 

・無人航走体要素技術の研究 
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  先進技術推進センターの試験装置の例を図７-５-６に示す。 

 

図７-５-６ 先進技術推進センターの試験装置の例 

 

(a) 防護性能試験装置 

          各種環境を摸擬し隊員の防護性能を評価する装置 

 

 

(b) 恒温恒湿室 

       種々の温度・湿度環境下で隊員の生理データを取得する装置 
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７－６ 試験場 

 図 7-６-１から図 7-６-４に技術研究本部に附置された試験場を示す。研究所及び先

進技術推進センターは、各種試作品の技術試験等を実施するため、これらの試験場を使

用して試作品の各種性能を評価している。 

 

図 7-６-１ 札幌試験場 

 

図７-６-２ 下北試験場 
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図７-６-３ 土浦試験場 

 

 

              図７-６-４ 岐阜試験場 

 




